
国立研究開発法人農業環境技術研究所における研究活動の不正行為への対応に関する規程 

 
１８農環研第８０３号 
平成１９年３月６日 

 
目次 
 第１章 総則（第１条・第２条） 
 第２章 不正行為を未然に防止するための責任体制（第３条～第１０条） 
 第３章 特定不正行為に対する対応（第１１条～第１７条） 
 第４章 雑則（第１８条） 
 附則 
 
第１章 総則 
 
 （目的） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人農業環境技術研究所（以下「研究所」という。）に

おける研究活動において、研究機関が責任を持って不正行為の防止に関わることにより不

正行為の発生を未然に防止し、不正行為が発生した場合に適切に対応するため、研究所に

おいて取るべき措置を定めることを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

一 研究活動とは、先人達が行った研究の諸業績を踏まえた上で、観察や実験等によって

知り得た事実やデータを素材としつつ、自分自身の省察・発想・アイディア等に基づく

新たな知見を創造し、知の体系を構築していくすべての行為及び結果をいう。 

二 不正行為とは、研究倫理に背馳し、その本質ないし本来の趣旨を歪め、科学コミュニ

ティの正常な科学コミュニケーションを妨げる行為をいう。 

三 特定不正行為とは、発表された研究成果の中に示されたデータや調査結果等に係る行

為のうち、次に掲げるものをいう。ただし、故意によるものでないことが根拠をもって

明らかにされたものは、特定不正行為に含まれないものとする。 

ア 捏造 存在しないデータ、研究結果等を作成すること。 

イ 改ざん 研究資料・研究試料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活

動によって得られた結果等を真正でないものに加工すること。 

ウ 盗用 他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文又は用

語を、当該研究者の了解若しくは適切な表示なく流用すること。 

四 研究職員等とは、国立研究開発法人農業環境技術研究所職員就業規則及び国立研究開

発法人農業環境技術研究所契約職員就業規則の適用を受ける者並びに国立研究開発法

人農業環境技術研究所研究員等受入規程により研究所に受け入れた者であって、研究所

において研究活動に従事する者をいう。 

五 共同研究者とは、国立研究開発法人農業環境技術研究所受託研究規程、国立研究開発

法人農業環境技術研究所委託研究規程、国立研究開発法人農業環境技術研究所共同研究



規程その他の規程による契約に基づいて研究職員等と共同で研究を実施する者又は研

究成果を研究職員等と共同で公表した者であって、研究職員等以外の者をいう。 

六 共同研究機関とは、前項の共同研究者が所属する機関をいう。 

 

第２章 不正行為を未然に防止するための責任体制 
 

 （責任体制） 

第３条 研究所は、研究活動上の不正行為を未然に防止し、不正行為が発生した場合に適

切に対応するための責任と体系を整備する。 

 

 （統括者） 

第４条 理事長は、研究所における研究活動上の不正行為を防止し、不正行為の処理に関

する業務を統括する。 

 

 （研究倫理教育統括責任者） 

第５条 研究所に研究倫理教育統括責任者を置く。 

２ 研究倫理教育統括責任者は、理事をもって充てる。 

３ 研究倫理教育統括責任者は、適宜、研究倫理教育責任者を通じて、次に掲げる研究活

動上の不正行為防止に向けた取組みの実施状況等を把握し、必要と認めた場合、研究倫理

教育責任者に対して改善を求める他、必要な措置を講ずるものとする。 

一 研究職員等に対する研究倫理教育の実施及び履修 

二 研究職員等の研究倫理に関する意識の確認 

三 研究職員等による研究データ等の管理及び研究成果発表に関する手続きの履行 

四 その他、研究倫理教育統括責任者が必要とする事項 

 

 （研究倫理教育責任者） 

第６条 研究所に研究倫理教育責任者を置く。 

２ 研究倫理教育責任者は、研究統括主幹をもって充てる。 

３ 研究倫理教育責任者は、研究所における研究職員等に対する研究活動上の不正行為防

止に向けた具体的な指導・教育の取組みに関する業務を統括する。 

４ 研究倫理教育責任者は、適宜、研究所における次に掲げる研究活動上の不正行為防止

に向けた取組みを実施し、またその実施状況等を点検し、必要と認める場合は、研究職員

等に対して改善を求める他、必要な措置を講ずるものとする。 

一 研究職員等に対する研究倫理教育の定期的な実施 

二 研究職員等の研究倫理教育の履修 

三 研究職員等の研究倫理に関する意識の確認 

四 研究職員等による研究データ等の管理及び研究成果発表に関する手続きの履行 

五 研究倫理教育統括責任者から指示又は改善を求めた事項 

六 その他、研究倫理教育責任者が必要とする事項 

 

 （研究領域長等の責務） 

第７条 研究所の研究領域長及び農業環境インベントリーセンター長（以下「研究領域長



等」という。）は、所掌する研究領域又は農業環境インベントリーセンター（以下「研究

領域等」という。）における研究活動上の不正行為を防止する研究環境を整え、その維持

のため、次の各号に掲げる事項を行うように努めなければならない。 

一 人事制度の運用を含め、研究領域等を公正に運営し、研究活動上の不正行為が起こら

ない環境を醸成すること。 

二 科学研究の本質に鑑み、研究領域等における公正な研究活動の自律性を保証すること。 

三 研究領域等において、論文等に疑義が生じた場合には、その調査に全面的に協力する

とともに、適正な調査が行われるよう、必要に応じて、研究職員等を管理指導すること。 

四 国立研究開発法人農業環境技術研究所契約職員雇用規程第３条第２項に基づく業務

指示責任者を新たに指名したときは、当該研究職員等に対し、適切な業務指示と公正な

研究活動の確保について指導すること。 

五 研究倫理教育責任者と連携し、研究領域等において、研究所が実施する研究活動上の

不正行為の防止のための取組みが確実に履行されるように周知徹底を図ること。 

２ 研究領域長等は、研究倫理教育統括責任者又は研究倫理教育責任者から研究活動上の

不正行為の防止に向けた取組みに関する指示又は改善を求められた場合は、誠実に対応し

なければならない。 

 

 （研究職員等の責務） 

第８条 研究職員等は、自ら研究活動に従事する又は他者と共同で研究活動を行うことか

ら、研究倫理に反する不正な行為についてはその行為者自身が責任を負うべきものである

ことに鑑み、誇りと高い倫理性を保持し、次に掲げる事項をその研究活動に係る行動基準

としなければならない。 

一 研究活動上の不正行為を行わないこと。 

二 研究活動上の不正行為に加担しないこと。 

三 周りの者に対して研究活動上の不正行為をさせないこと。 

２ 研究職員等は、研究所が定期的に実施する研究倫理教育を履修しなければならない。 

３ 研究職員等は、研究活動で得られた成果に関して客観的で検証可能な研究データ等を

一定期間保存し、必要な場合にはこれを開示しなければならない。また、研究所が定める

研究成果発表に関する手続きを適切に行わなければならない。 

４ 研究職員等は、研究倫理教育責任者から研究活動上の不正行為の防止に向けた取組み

に関する指示又は改善を求められた場合は、誠実に対応しなければならない。 

 

 （説明責任） 

第９条 研究活動上の不正行為に係る疑義を生ぜしめた研究職員等は、研究所その他の求

めに対し、事実関係を誠実に説明しなければならない。 

 

第３章 特定不正行為に対する対応 
 

 （特定不正行為に関する通報等の受付窓口） 

第１０条 研究所における研究活動上の特定不正行為に関する通報等の受付窓口は、国立

研究開発法人農業環境技術研究所コンプライアンス推進規程（以下「推進規程」という。）

第７条に定める相談窓口（以下「通報等の受付窓口」という。）とし、研究所内外に公表



するものとする。 

 

 （特定不正行為の通報等の取扱及び調査等） 

第１１条 通報等の受付窓口に通報があった場合は、推進規程、国立研究開発法人農業環

境技術研究所内部通報等に関する規程に定めるところにより取り扱うものとし、推進規程

第４条に定めるコンプライアンス委員会（以下「コンプライアンス委員会」という。）が、

国立研究開発法人農業環境技術研究所コンプライアンス委員会運営要領第２条三号に掲

げるコンプライアンス違反事案の調査及び対応について審議を行うものとする。 

２ 前項の規定による通報等の取扱、調査の方法、調査結果の取扱等の手続きについては、

別に定める。 

３ 研究所は、通報のあった事案について共同研究者がある場合には、前２項の内容につ

いて共同研究機関に通知するものとする。 

 

 （特定不正行為の認定に伴う措置の決定） 

第１２条 理事長は、通報のあった事案について、コンプライアンス委員会からの報告に

基づき、特定不正行為が行われたとの認定を行った場合は、当該認定に係る被認定者に対

する措置を決定する。 

２ 理事長は、前項の規定により決定した措置（以下「決定措置」という。）及びその対象

者等について、措置の対象者に通知するものとする。また、当該事案に共同研究者がある

場合は共同研究機関に当該措置についての情報を提供するものとする。 

３ 理事長は、当該措置及びその対象者等について、農林水産省及び当該研究活動に係る

研究資金の配分機関に情報を提供するものとする。 

 

 （措置の対象者） 

第１３条 前条第１項の措置の対象者は、次の各号に掲げる者とする。 

一 特定不正行為があったと認定された研究に係る論文等において、特定不正行為に関与

したと認定された著者 

二 特定不正行為があったと認定された研究に係る論文等の著者ではないが、特定不正行

為に関与したと認定された者 

三 特定不正行為に関与したとまでは認定されないものの、特定不正行為があったと認定

された研究に係る論文等の内容について責任を負う者として認定された著者 

 

 （措置の内容の決定） 

第１４条 理事長が、前条に掲げる者に対して講ずる第１２条第１項の措置は、次の各号

に掲げるものとする。 

一 当該研究活動に係る論文等の取下げ勧告 

二 期間を定めた公的研究費の使用禁止 

三 既に使用した公的研究費の全部又は一部の返還請求 

四 その他、理事長が必要と認める措置 

２ 前項に掲げる措置の内容は、認定された特定不正行為の重大性、悪質性、個々の被認

定者の特定不正行為への具体的な関与の度合いや特定不正行為があったと認定された研

究活動における立場、不正行為を防止するための努力の有無等により、事案及び被認定者



ごとに定めるものとする。 

３ 当該通報がなされる前に論文等を取り下げていた場合又は通報がなされた後、直ちに

当該論文等を取り下げた場合における被認定者に対する措置は、前条第３号に掲げる者に

対してはとらないものとし、同条第１号及び第２号に掲げる者に対しても、情状によって

適切な配慮を行うものとする。 

 

 （措置内容の公表） 

第１５条 理事長は、第１１条に規定する調査の結果、特定不正行為が行われたと認定し

た場合は、原則として次の各号に掲げる事項を公表するものとする。 

一 特定不正行為に関与した者の氏名及び所属 

二 特定不正行為の内容 

三 研究所が公表時までに行った措置の内容 

四 調査の体制及び方法等 

五 その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、合理的な理由がある場合には、前項に掲げる特定不正行為

に関与した者の氏名及び所属を非公表とすることを理事長が決定できるものとする。 

３ 理事長は、調査の結果、特定不正行為が行われなかったと認定した場合は、原則とし

て調査結果を公表しない。ただし、当該事案が報道される等により既に外部に知られてい

る場合及び論文等に故意によるものでない誤りがあった場合は、調査結果を公表するもの

とする。この場合において、公表する内容は、特定不正行為は行われなかったこと（論文

等に故意によるものでない誤りがあった場合は、そのことも含む）の他、必要な事項とす

る。 

４ 理事長は、当該通報が悪意に基づくものと認定された場合は、前項の他、通報者の氏

名及び所属を併せて公表するものとする。 

 

 （懲戒処分等） 

第１６条 特定不正行為を行ったと認定された研究職員等は、国立研究開発法人農業環境

技術研究所における職員の懲戒等に関する規程に基づき処分等に付されることがある。 

 

 （研究所からの委託研究に関する対応） 

第１７条 理事長は、研究所以外の機関にあって、研究所からの研究資金の配分を受けて

行う研究活動を担当する者が、その所属する機関から当該研究活動について特定不正行為

が行われたと認定された旨の報告を受けたときは、その内容に応じ、当該研究に係る公的

研究費等の返還、研究所からの研究資金配分により実施する研究課題への一定期間の参画

中止等の措置を講ずるものとする。 

 

第４章 雑則 
 

 （補則） 

第１８条 この規程に定めのない事項については、「農林水産省所管の研究資金に係る研究

活動の不正行為への対応ガイドライン（平成２７年１月２１日付け２６農会第９２０号農

林水産技術会議事務局長、林野庁長官及び水産庁長官通知）に準じて行うものとする。 



 

  附則 

この規程は、平成１９年３月６日から施行する。 

 

  附則（平成２５年２月２６日 ２４農環研第０２２６０４号） 

この規程は、平成２５年２月２６日から施行する。 

 

  附則（平成２７年３月１０日 ２６農環研第０３１０１７６号） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

  附則（平成２７年３月２４日 ２６農環研第０３２４０４号） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


